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1.  法改正のポイント 
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3 「働き方改革」とは？ 

「ニッポン一億総活躍プラン」 

  一億総活躍社会の実現に向けて 
           「働き方改革」は最大のチャレンジ 

長時間労働の削減 

非正規雇用の待遇改善 

高齢者の就労促進 
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4 「働き方改革」とは？ 

「ニッポン一億総活躍プラン」 

長時間労働の削減 
 

    多様な人財活用の為に弊害となっている 

   長時間労働をなくす 
 

   →  仕事と家庭生活の両立を可能にする 
      労働の質を高めることで生産性の向上につなげる 
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5 「働き方改革」とは？ 

「ニッポン一億総活躍プラン」 

非正規雇用の待遇改善 
 

   同一労働・同一賃金の実現、均等・均衡待遇の確保 

     

→  ４割を占める非正規労働者の待遇改善を可能にする 
     女性・若者などの多様で柔軟な働き方の選択肢を広げる      
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6 「働き方改革」とは？ 

「ニッポン一億総活躍プラン」 

高齢者の就労促進 
 

   継続雇用年齢や定年年齢の引き上げの環境整備 
     

   →  アクティブシニアの就労により労働力を確保 
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7 改正ポイント／不合理な待遇差の禁止 

同一企業内での不合理な待遇の禁止、均等・均衡待遇の確保   

パートタイム労働法の改正と労働
契約法20条の削除 

•「パートタイム・有期雇用労働
法」への変更により、正社員と
同じ時間働く有期契約社員に
ついての格差も労働局が指導
監督できることになる 

•不合理な待遇格差の禁止 
 

雇用対策法の一部改正（2018.7.6施行) 

•職務内容、職務に必要な能力等
の内容を明らかにし、労働者に周
知する 

•その内容を踏まえた評価方法に
より、公正な評価をする 

•評価に基づく処遇、その他の適切
な処遇を確保する 
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8 改正ポイント／説明責任と行政ADR 

●非正規雇用の労働者は、「正社員との待遇差の内容や理
由」など、自身の待遇について説明を求めることが可能に 

     ※説明を求めたことによる不利益扱い禁止 
 

●事業主は、待遇差について、雇い入れ時と非正規雇用の
労働者から求めがあった場合には、説明をしなければなら
ない義務  
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9 改正ポイント／説明責任と行政ADR 

➡ 説明義務に関する新旧の規定の有無の整理 
   【改正前→改正後】 ○説明義務の規定あり ×説明義務の規定なし 

短時間 
労働者 

有期雇
用労働

者 

派遣 
労働者 

賃金、福利厚生、教育訓練などの主要な
待遇内容（雇い入れ時） 

○ → ○ × → ○ ○ → ○ 

待遇決定に際しての考慮事項 

（求めがあった場合） 
○ → ○ × → ○ ○ → ○ 

待遇差の内容・理由（求めがあった場合） × → ○ × → ○ × → ○ 
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10 改正ポイント／説明責任と行政ADR 

●都道府県労働局において、無料・非公開で行われる紛争
解決手続きの対象となることを明記 

 
●「均衡待遇」や「待遇差の内容・理由」に関する説明に 
  ついても、行政ＡＤＲの対象になる 
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11 不合理な待遇差の禁止と待遇差の説明責任の比較 

出典： 
厚労省「不合理な待遇差解消のた
めの点検・検討マニュアル」より
抜粋 
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12 改正ポイント／派遣労働者の均等・均衡待遇 

出典：厚労省パンフレット「働き方改革～一億総活躍社会の実現に向けて～」 

（１）派遣先労働者との均等・均衡方式 
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13 法改正の影響で考慮すべきこと 

賃金債権請求の消滅時効（民法改正に伴う労基法改正） 

   →  2020年4月1日より3年、いずれは5年に（現行2年） 
人件費の上昇による経営への影響 

   →  シミュレーションが必要 

 企業としての方針を決めて対応する 
 ・非正規社員により活躍してもらいたい 
   例：モチベーションアップにつながる人事制度を導入 
 ・正社員への転換制度を充実させる 
   例：多様な正社員制度の導入（地域限定、短時間、職種限定） 
 ・段階的に時間をかけて処遇をアップさせる 
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2.  均等待遇と均衡待遇の違い 
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15 正社員と非正規社員の整理 

正社員（通常の労働者） 

無期雇用（期間の定めのない労働契約）、就業規則等で定め
られた所定労働時間、所定休日によるフルタイム労働の社員 

 （短時間正社員、職種限定正社員、地域限定正社員含む） 

      
非正規社員 
 ・1週間の所定労働時間が正社員より短い社員  
 ・有期雇用（期間に定めのある労働契約）の社員  
 ・定年後の再雇用の社員 
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16 法改正で求められる均等・均衡待遇とは 

①職務内容 
  ・・・業務の内容とその業務に伴う責任の程度  
②職務内容と配置の変更 
  ・・・将来の見込みを含め、人事異動（転勤、昇進等）

や役割の変化（ジョブローテーションや、職務内容
の変更）の有無やその範囲   

③その他の事情  
 ・・・➀、②以外の事情で、個々の状況に合わせて検

討するもの(成果、能力、経験、合理的な労使の
慣行、労使交渉の経緯等) 

均
等
待
遇 

均
衡
待
遇 
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17 均等待遇と均衡待遇の考え方の整理 

均等 ≠ 均衡 

出典：厚労省「不合理な待遇差解消のための点検・検討マニュアル」 
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18 参考となる最高裁判例 

出典：厚労省「パートタイム・有期雇用労働法 対応のための取組手順書」 

2018年6月1日最高裁判所第二小法廷判決 未払賃金等支払請求事件 
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19 2020年10月最高裁判決の整理 

待遇差が不合理と評価できないもの 
・賞与（大阪医科薬科大学事件） 
・私傷病による欠勤中の賃金 
 （大阪医科薬科大学事件） 
・退職金（メトロコマース事件） 

   
待遇差が不合理と評価することができるもの 
  ・年末年始手当 
  ・祝日給 
  ・扶養手当 
  ・夏期冬期休暇 
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20 判決から読み解く実務対応 

１．非正規社員と比較対象となる正社員は誰かを整理する 
→職務内容、配置の変更の範囲を整理し、正社員の中で最も近い者

と比較、 契約更新回数、勤続年数、労働時間についても比較する 
 

２．個々の手当を支給する目的や休暇等の付与の目的を明確にする 
 
３．前１・２についていつでも説明できるように一覧化しておく 
 
４．正社員への登用制度を設けられないか検討し、可能であれば登

用制度を設ける 
 →その場合、どのような社員に正社員になってもらいたいかを、 
   判断基準として明確にする 
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21 職務内容の整理の必要性 

明確な人事制度（等級・評価・賃金の基準）がないと 

待遇差の説明ができない 

等級制度 
・能力,内容,役割で区分 
・権限,責任,賃金の根拠 
賃金制度 
・給与,各種手当,賞与 
・市場採用競争力にも影響 

評価制度 
・能力,成果,行動を評価する価値判断基準 
・結果を賃金等の処遇に反映  

人事制度 
マネジメン

ト 
サイクル 
（実際の運
用） 

等級制度 
（格付け） 

評価制度 
（考課） 

賃金制度 
（報酬） 
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3. 同一労働同一賃金ガイドライン 
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23 ガイドラインで列挙されている代表的な待遇 

出典：厚労省「不合理な待遇差解消のための点検・検討マニュアル」 
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24 ガイドラインに例示されている給与・賞与等の具体例 

出典： 
厚労省 
「パートタイム・
有期雇用労働法対
応のための取組手
順書」 
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25 ガイドラインに例示されている待遇差の理由 

出典：厚労省「パートタイム・有期雇用労働法 対応のための取組手順書」 

○客観的、具体的   ×主観的、抽象的   
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26 説明できる資料の作成 

出典： 
厚労省 
「不合理な待遇差 
 解消のための 
 点検・検討マニュアル」 
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4. 説明責任義務への対応準備 
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28 法対応への取組の手順 

出典： 
厚労省 
「不合理な待遇差 
 解消のための 
 点検・検討マ
ニュアル」 
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29 手順1：対応が必要な社員の整理する① 

番号 ※正社員タイプ 
1週間の所
定労働時間 

雇用契約 
期間 

人数 全社員数 番号 ※非正規社員タイプ 
1週間の所
定労働時間 

雇用契約 
期間 

人数 

1 正社員・総合職(営業) フルタイム 無期雇用 18人 105人 21 契約社員(営業) フルタイム 有期雇用 2人 

2 正社員・総合職(製造) フルタイム 無期雇用 35人 22 契約社員(製造) フルタイム 有期雇用 5人 

3 正社員・総合職(人事・総務) フルタイム 無期雇用 3人 
入力済み人

数 
23 パート(経理事務) フルタイム 有期雇用 3人 

4 正社員・一般職(経理事務) フルタイム 無期雇用 1人 105人 24 パート(経理事務) 短時間 有期雇用 3人 

5 正社員・一般職(営業事務) フルタイム 無期雇用 11人 未入力人数 25 パート(営業事務) フルタイム 無期雇用 2人 

6 地域限定正社員(製造補助) フルタイム 無期雇用 5人 0人 26 パート(営業事務) 短時間 有期雇用 4人 

7 地域限定正社員(営業補助) フルタイム 無期雇用 5人 27 嘱託(製造) 短時間 有期雇用 4人 

8 短時間正社員(人事・総務) 短時間 無期雇用 2人 28 嘱託(経理事務) 短時間 有期雇用 1人 

9 短時間正社員(経理事務) 短時間 無期雇用 1人 29         

10         30         

すべての社員について雇用区分・職種ごとに整理する 
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30 手順1：対応が必要な社員の整理する② 

職務内容、職務内容と配置の変更範囲について整理する 
契約内容等 職務内容・配置変更 

社員タイプ 
正規型/非正
規型 

労働契約期
間 

1週間の 
所定労働時
間 

職務内容 
（業務の内容と業務に伴う責任の程

度） 

職務内容・配置の変更の範囲 
（将来の見込みも含め、人事異動(転勤・昇進等)、 

役割の変化(配置の変更を伴わない職務内容の変更を含
む)の有無や範囲） 

業務の内容(職
種) 

中核的業
務 

責任の
程度 

転勤の
有無 

転勤の範囲 
職務内容・
配置の変
更の有無 

職務内容・配置の変更
の範囲 

職務内容の
変更 

配置変更 

正社員・総合職(営業) 正規型 無期雇用 フルタイム 営業 営業 大 あり 制限なし あり 
全範囲にわ

たる 
全範囲に
わたる 

正社員・総合職(製造) 正規型 無期雇用 フルタイム 製造 製造 大 あり 制限なし あり 
全範囲にわ

たる 
全範囲に
わたる 

正社員・総合職(人事・総
務) 

正規型 無期雇用 フルタイム 人事・総務 
人事・総

務 
大 あり 制限なし あり 

全範囲にわ
たる 

限定的 

正社員・一般職(経理事
務) 

正規型 無期雇用 フルタイム 経理事務 経理事務 中 あり 限定的 あり 
全範囲にわ

たる 
限定的 

正社員・一般職(営業事
務) 

正規型 無期雇用 フルタイム 営業事務 営業事務 中 あり 限定的 あり 
全範囲にわ

たる 
全範囲に
わたる 

地域限定正社員(製造補
助) 

正規型 無期雇用 フルタイム 製造 製造補助 中 なし あり 限定的 限定的 
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31 手順2・3：待遇の違いを確認する① 

就業規則 
 （正社員以外の非正規社員の就業規則も含む） 
給与規程 
給与の支給項目 
雇用契約書（労働条件通知書） 
明文化されていない社内ルール 

給与・諸手当、賞与、退職金、特別休暇、福利厚生、教育訓
練等のすべての待遇について洗い出す 
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32 手順2・3：待遇の違いを確認する② 

慶弔休暇 
リフレッシュ休暇 
ボランティア休暇 
夏季休暇 
冬期休暇 
アニバーサリー休暇 
病気休職制度 
育児休業・休暇（法定以上） 
介護休業・休暇（法定以上） 

考慮する要素 
・勤続年数 
・雇用契約期間 
・契約更新回数 
・所定労働日数 
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33 手順2・3：待遇の違いを確認する③ 

慶弔見舞金、災害見舞金、労災上乗せ給付 
健康診断の時間が有給となる制度または勤務免除 
食券の配布 
食堂施設、休憩施設、更衣室 
保養施設（利用補助を含む） 
社員旅行 
サークル活動 
運動施設（利用補助を含む） 
保育サービス（利用補助を含む） 
社員寮、転勤者用社宅 
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34 

  手当の名称 手当の性質・目的 待遇差の有無 待遇の差を設けている理由 改善の必要性 

1 基本給 能力、経験、配置の変更の範囲に応じて支給 有 
正社員以外の社員については職務内容と配置の変更の範囲が
異なるため 

  

2 管理職手当 管理職としての職責に対する対価として支給 有 正社員以外の社員については管理職に就くことが無いため   

3 調整手当 
勤務地ごとで生計費が異なってくるため、その
差を調整するために支給 

有 
正社員以外の社員については現地採用で他の勤務地への転勤
が無く、時給に地域ごと差異をつけているため 

  

4 家族手当 
家族のいる社員に対して扶養にかかる負担を
軽減するため 

有 特に理由なし   

5 住宅手当 社員の住宅に要する負担を軽減するため 有 特に理由なし   

6 出張手当 
出張の交通費・宿泊費以外にかかる雑費や食
事代として支給 

有 正社員以外の社員については出張が無いため   

       大  支給基準が明確       
  求められる合理性 

    小  基準が曖昧 

手順4：待遇差について説明できるよう整理する 
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35 説明できる資料の作成（例） 

取組対象社員 比較対象社員   
番号 4 10   

契約内
容等 

 社員タイプの名称 嘱託(製造補助) 地域限定正社員(製造補助)   
 正規型/非正規型 非正規型 正規型   
 労働契約期間 有期雇用 無期雇用   

 1週間の所定労働時間 短時間 フルタイム   

職務内
容・配置
変更 

職務の
内容 

 業務の内容(種類) 製造補助 同じ   

 中核的業務 製造補助 同じ   

 責任の程度 小 異なる   

職務内
容・配
置の変
更の範

囲 

 転勤の有無 なし 異なる   
 転勤の範囲 なし 異なる   

 職務内容・配置の変更の有無 なし 同じ   

 職務内容・配置の変更 
 の範囲 

職務 
内容 

なし 同じ   

配置 
変更 

なし 同じ   

判定②   均衡待遇 違いを設けている理由 

1 管理職手当 
適用の有無 無 有 

正社員以外の社員については管理職に就く
ことが無いため 

決定基準 異なる 
待遇差 有 

2 調整手当 
適用の有無 無 有 正社員以外の社員については現地採用で

他の勤務地への転勤が無く、時給に地域ご
と差異をつけているため 

決定基準 異なる 
待遇差 有 

あなたと職務の内容が同一
である正社員はいませんが、
最も職務内容（業務の内容
とその責任の程度）と配置
の変更の範囲（転勤や人事
異動等）が近い者は、製造
補助業務を担当している地
域限定正社員となります。 

比較対象社員として選定し、
待遇について比較していま
す。 
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36 手順5・6：待遇差を解消する方策を検討し、必要に応じ手続きする 

やむを得ず労働条件を不利益変更する場合 

労働契約法9条 →原則として労働者の合意が必要      

労働契約法10条 

    ・就業規則の変更により労働条件を変更する場合は、変更後の
就業規則を労働者に周知させ、かつ、以下の事項に照らして、合
理的なものであること 

     労働者の受ける不利益の程度,労働条件の変更の必要性, 

     変更後の就業規則の内容の相当性, 

     労働組合等との交渉の状況, 

     その他の就業規則の変更に係る事情 
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37 参考になるサイト 

・パート・有期労働ポータルサイト 

・働き方改革特設サイト 
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38 参考になる資料 

・「パートタイム・有期雇用労働法対応のため 
 の取組手順書」 

・「職務評価を用いた基本給の点検・ 
  検討マニュアル」 

・平成30年労働者派遣法改正の概要 
 ＜同一労働同一賃金＞ 

・「不合理な待遇差解消のための 
点検・検討マニュアル」 


